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2016 年 8 月 29 日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場はもみ合いの後、弱含みとなった。手掛かり材料難のなか、週末の FRB 議長講演を控えて、

様子見ムードが広がった。日銀の ETF 買いへの期待が引き続き下支えとなったものの、為替市場動向をにらみ

ながら小動きに終始し、売買代金も低調に推移した。また、週末は指数イベントの影響からか、軟調となった。物

色は業績好調銘柄に底堅さが見られたほか、自社株買いなど個別材料に敏感な動きとなった。米国市場も FRB

議長講演を控えて、模様眺めとなる中、原油価格動向にも左右される展開となった。為替市場でドル円は、1 ドル

100 円を挟んでもみ合いとなった。ユーロ円も 1 ユーロ 113 円台でもみ合いが続いた。 

今週の東京市場は、FRB 議長講演を受けた米国市場の動き次第で、やや値動きの荒い展開となる可能性が

あろう。ただ、突っ込み局面では日銀の ETF 買いが下支えとなる一方、急騰局面では戻り待ちの売りが上値を抑

えよう。また、内外の経済指標や要人発言等による為替市場の動きにも影響されよう。物色は、個別材料銘柄へ

の関心が引き続き強いものの、海外株高となれば、主力銘柄に物色の矛先が向かおう。米国市場も、米利上げ

時期を巡る思惑に左右されやすく、神経質な展開となろう。為替市場は、米長期金利動向にらみの動きとなり、ド

ル円は 1 ドル 100 円を挟んだ動きとなろう。ユーロ円は 112 円台を中心にレンジ相場となろう。 

今週、国内では 8 月 30 日(火)に 7 月の労働力調査、家計調査、31 日(水)に 7 月の鉱工業生産、9 月 1 日(木)

に 4－6 月期の法人企業統計が発表される。一方、海外では 8 月 29 日(月)に 7 月の米個人所得、9 月 1 日に 8

月の中国製造業 PMI、米 ISM 製造業景況指数、米新車販売、2 日(金)に 8 月の米雇用統計、7 月の貿易収支が

発表されるほか、9 月 4 日(日)から 5 日(月)まで G20 首脳会議が開催される。 

テクニカル面で日経平均は先週、25 日線を挟んでもみ合いとなっていたが、週末には日足一目均衡表の基準

線（16432 円：26 日現在）を割り込んで、8 日に空けた窓（16355 円）を埋め、75 日線（16339 円：同）も一時下回っ

た。当面の下値めどは週足一目均衡表の基準線（16262 円：同）や転換線（16013 円：同）、8 月 4 日安値（15921

円）などとなろう。一方、上値は 12 日高値（16943 円）や週足一目均衡表の抵抗帯下限（今週 16945 円へ低下）、

200 日線（17109 円：同）が意識されよう。なお、22 日には日足一目均衡表の抵抗帯のねじれが示現することから、

トレンドの変化には注意が必要か。(大谷 正之) 
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各種指数の推移 （Bloomberg データより証券ジャパン調査情報部が作成） 
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☆３月期決算で中間配当実施予定の主な高配当利回り銘柄群 

東証 1 部市場の今期予想ベースの加重平均配当利回りは、8 月 26 日時点で 2.2％台の水準にある。一方、個

別銘柄では、商社、金融などの業種を中心に 3％を超える銘柄が多数存在しており、中には 4％以上の銘柄も散

見される。下表には 9 月末時点の保有で配当が得られる中間配当を実施予定の 3 月期決算銘柄で、配当利回り

が 3％以上の主な銘柄を選別した。業績堅調な銘柄も多く、中長期スタンスで注目したい。（野坂 晃一） 

投資のヒント 
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五洋建設 (1893･東 1)  

17/3 期第 1 四半期(4－6 月)業績は売上高が前年同

期比 11.8％増の 1205.3 億円、営業利益が同 80.3％増

の 74.2 億円、受注高は同 28.3％増の 1002 億円となっ

た。完工総利益は前年同期の 6.7％から 9.1％に上昇し、

採算改善が進んだ。個別受注高では国内土木工事は

官庁工事が減少したが、民間工事が増加した。一方、

国内建築では官庁工事が増加した。海外建設事業は

大幅な増収増益となり、受注高も香港の大型病院建築

工事の受注で大きく伸びた。中間および通期見通しは

据え置かれたが、9 月中間期の営業利益計画に対す

る第 1 四半期の進捗率は 75.7％と高く、工事採算の改

善が一時的でなければ増額の可能性があろう。今後も

国内は国・地方の公共事業が前年を上回る補正予算

の計上などで高水準を維持するとみられるほか、東京

オリンピック・パラリンピック開催に向けた競技施設や

関連インフラ整備などの需要拡大が見込まれる。海外

では大規模港湾や空港などの社会資本整備を中心に

引き続き堅調が予想される。中でもシンガポールでは

二つのコンテナターミナルを一か所に集約する大型プ

ロジェクトが進行中で、埋め立て工事など現地で多数

の実績を持つ同社の受注が期待される。（大谷 正之） 

 

フリークアウト (6094･東マザーズ)  

DSP(デマンドサイドプラットフォーム：広告主にとって

必要な広告機会だけを適正な価格で買い付け、広告

効果を最大化する仕組み)が主力で、ネイティブ広告(コ

ンテンツと親和性が高く、ユーザー体験を損なわずに

広告体験できる仕組み)や DMP(データマネジメントプラ

ットフォーム：様々なユーザーデータを資産化し、その

情報をマーケットデータとして分析・活用できる仕組み)

へ展開するとともに、それらを組み合わせた広告配信

サービスを手掛ける。足元では同社関連会社が LINE

と共同で運用型広告(予算に応じてリアルタイムで効率

よく広告を入札する手法)を展開、今後拡大が期待され

る。16/9期業績は売上高が前期比49.4％増の63億円、

営業利益が同 316.1％増の 4 億円を見込んでいる。第

3 四半期(15 年 10 月～16 年 6 月)の売上高は 38 億円

(前年同期比22.6％増)、営業利益が同448.4％増の2.7

億円と順調だ。なお、9 月 1 日付で 1 株を 2 株に分割す

る予定。（大谷 正之） 

今週の参考銘柄 
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ソニー (6758･東 1)  

 17/3 期第１四半期(4－6 月)業績は売上高が前年同

期比 10.8％減の 1 兆 6132 億円、営業利益が同 42.0％

減の 561.9 億円。ゲーム事業で PS4(プレイステーション

4)のソフトが好調だったが、円高の影響、スマホ事業で

の販売台数の大幅減少やソニー生命など金融分野の

減収、さらに熊本地震の影響で半導体分野やデジカメ

分野の減収が響いた。為替の影響を除くと、3％の減収

にとどまった。営業利益はゲーム分野とスマホ分野で改

善があったが、半導体分野で熊本地震に伴う減損など

を計上した。17/3 期通期見通しは売上高が前期比

8.7％減の 7 兆 4000 億円(前回計画比 4000 億円減)に

下方修正された一方、熊本地震からの復旧が予定より

早く進んでおり、営業利益は同 2.0％増の 3000 億円で

据え置かれた。為替前提は 1 ドル 103 円前後(従来予想

110 円前後)、1 ユーロ 114 円前後(同 120 円前後)に修

正。PS4 ソフトや 4K テレビの好調に加え、スマホ分野の

収益改善も進むとみられる。10 月にはバーチャルリアリ

ティー(VR)ゲームが楽しめる「プレイステーション VR」を

発売するほか、中期的にはイメージセンサーの自動運

転や IoT 分野への展開なども期待されよう。（大谷 正之） 

 

島津製作所 (7701･東 1)  

 17/3 期第 1 四半期(4－6 月)業績は売上高が前年同

期比 2.3％減の 697.2 億円、営業利益が同 24.2％増の

45.0 億円となった。すべてのセグメントで前年同期比減

収ながら、収益は改善した。主力の計測機器事業は国

内が医薬・鉄鋼分野向けに液体クロマトグラフや質量分

析計が好調だった。海外は円高の影響で売り上げが減

少したものの、中国の大学・官公庁向けやインドの製薬

分野向けが健闘した。医用機器事業は国内が X 線テレ

ビシステムなどを中心に順調だったが、海外は北米の

大口案件の期ずれが影響した。産業機器事業はターボ

分子ポンプが北米や韓国で半導体・液晶製造装置向け

に伸びた。航空機器事業は内外とも売り上げが減少し

た。通期見通しは据え置かれたが、営業利益の上期計

画に対する進捗率は 34.6％と前年同期の 25.1％を上回

っており、順調なスタートといえよう。今後も新製品の投

入やアフターマーケット事業の強化に加え、ハイエンド

製品の拡大やコスト削減で増収増益を目指す。 

（大谷 正之）                

今週の参考銘柄 



 

 

 
- 6 - 

＜国内スケジュール＞ 

８月２９日（月） 

特になし 

８月３０日（火） 

７月有効求人倍率・労働力調査（８：３０、厚労・総務省） 

７月家計調査（８：３０、総務省） 

７月商業動態統計（８：５０、経産省） 

７月自動車大手８社生産・販売・輸出 

８月３１日（水）  

７月鉱工業生産・出荷・在庫指数（８：５０、経産省） 

７月自動車生産・輸出実績（１３：００、自工会） 

基調的なインフレ率を捕捉するための指標（１４：００、日銀） 

９月１日（木） 

４～６月期法人企業統計（８：５０、財務省） 

８月新車販売（１４：００、自販連） 

ファミリーマート<8028>とユニーＧＨＤ<8270>が統合し「ユニー・ファミリーマートＨＤ」発足 

９月２日（金） 

８月マネタリーベース（８：５０、日銀） 

８月消費動向調査（１４：００、内閣府） 

 

＜国内決算＞ 

８月２９日（月） 

時間未定 <2Q>ＤｙＤｏ<2590> 

８月３１日（水） 

時間未定 <2Q>ＡＣＣＥＳＳ<4813> 

９月１日（木） 

時間未定 <1Q>伊藤園<2593> 

９月２日（金） 

15:00～  <2Q>三井ハイテク<6966>  

 

 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

８月２９日（月） 

米  ７月個人所得・消費 

休場  英（サマー・バンクホリデー）、フィリピン（英雄記念日） 

８月３０日（火） 

欧  ８月ユーロ圏景況感指数（欧州委） 

米  ６月Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格 

独  ８月消費者物価 

休場  トルコ（戦勝記念日） 

８月３１日（水）  

独  ８月雇用統計 

欧  ７月ユーロ圏失業率 

欧  ８月ユーロ圏消費者物価 

米  ８月ＡＤＰ全米雇用報告 

米  ８月シカゴ景況指数 

休場  マレーシア（独立記念日） 

９月１日（木） 

中  ８月製造業ＰＭＩ 

中  ８月財新・マークイット製造業ＰＭＩ 

米  ４～６月期労働生産性・単位労働コスト改定値 

米  ８月ＩＳＭ製造業景況指数 

米  ７月建設支出 

米  ８月新車販売 

９月２日（金） 

米  ８月雇用統計 

米  ７月貿易収支 

米  ７月製造業出荷・在庫・受注 

休場  ベトナム 

９月４日（日） 

Ｇ２０首脳会議（５日まで、中国・杭州市） 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

８月３１日（水） 

セールス・フォース 

９月１日（木） 

アンバレラ 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1取引の約定代金が 100 万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080 円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1 日定額コース」においては、1 日の約定代金 300 万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30 回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600 円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1 取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2 複数市場へのご注文は市場ごとに 1回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％(税込)の取次手数料をご負担いただ

きます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料のご

請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2016 年 8 月 26 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2016 年 8 月 26 日 


